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国立大学附属学校の新たな活用方策等について

先般、国立大学法人評価委員会によりとりまとめられた「国立大

学法人の組織及び業務全般の見直しに関する視点 においては 附」 、「

属学校は、学部・研究科等における教育に関する研究に組織的に協

力することや、教育実習の実施への協力を行う等を通じて、附属学

校の本来の設置趣旨に基づいた活動を推進することにより、その存

在意義を明確にしていくことが必要ではないか 」とされたところ。

である。

これを踏まえ、各国立大学法人が検討を行っている第二期中期目

標・中期計画の在り方に関し、附属学校についての検討に資する方

向性を提示するという視点から、①附属学校の設置趣旨に基づく本

来の役割及び②附属学校の新たな活用方策について、大学運営、教

育行政、教員養成等に精通した有識者において検討を進め、現時点

での検討結果のとりまとめを行ったものである。今後、この「検討

とりまとめ」が、附属学校を有する大学において、附属学校の在り

方についての議論において参考となることを期待している。

１．附属学校の現状と課題

附属学校は、国立大学又は学部に附属するものとして、現在２

６２校あり、約９９，０００人の児童生徒が在学している。その

うち、教員養成系大学・学部に附属するものが２１７校、非教員

養成系大学・学部に附属するものが４５校ある。附属学校は、附

属する大学・学部における児童・生徒・幼児の教育・保育に関す

る研究に協力すること、当該大学・学部の学生の教育実習の実施

にあたることを主な任務としてきた。

（１）附属学校の組織運営上の課題

法人化後の国立大学は、予算、組織、人事など様々な面で学長

のリーダーシップのもとに運営されるシステムとなっている。し

かし、附属学校の運営については、大学・学部側、附属学校側の

いずれにおいても、附属学校は大学・学部の組織の一部を構成し

ているとの認識が十分でないために、学長のリーダーシップによ

るマネジメント機能が十分発揮されているとはいえない状況が見

られる。

具体的には、ほぼ全ての附属学校の校長は、大学・学部の教授

をもって充てられており、これにより大学・学部との適切な連携

が図られることが期待されているが、現状としては、大学・学部

で相当量の授業等を担当しながら校長としての校務を行っている

場合が多く、附属学校長としてのリーダーシップが発揮できず、
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大学・学部と一体となった学校運営が十分なされていない状況も

見られる。

、 、 、また 大学・学部の教員も 研究上の個別のつながりを除けば

附属学校の教育活動に対する認識・理解が十分でなく、大学・学

部の教員が日常的に附属学校の教育活動に関わることはあまり見

られない。

特に教員養成系大学・学部については、本来的に地域に輩出す

る教員の計画的養成や資質・能力の向上に寄与することを使命と

しており、その附属学校も地域の教育界との連携協力が大きく期

待されている。また、附属学校の教員は、地域の公立学校との人

事交流によるものが多いにもかかわらず、大半の附属学校では地

域の教育委員会等との日常的な関わりが総じて乏しい傾向にあ

り、地域の教育界の意向が附属学校の教育研究活動に十分反映さ

れていない現状が多く見られる。

（２）附属学校の業務運営上の課題

こうした結果、附属学校の運営がややもすれば学校側の事情で

なされることになり、教職員や児童生徒、施設設備などの状況に

照らして教育活動が不活発であるなど、存在意義が不明確で、大

学・学部、さらには地域の教育界の期待に十分応えていないとの

指摘がある。

例えば、附属学校の従来からの役割である「大学・学部におけ

る教育に関する研究に協力」については、大学・学部の研究方針

に基づくものではなく、附属学校が独自の立場で取り組んでいる

ものがほとんどである一方、もう一つの役割である「大学・学部

の計画に基づく教育実習の実施」については、附属学校に任せき

りになり、大学・学部の側が責任を持って実施する体制にはなっ

ていないとの意見がある。

こうした状況を踏まえると、附属学校が、附属学校の特性を活

かした先導的・実験的な学校教育の実践への取組を通じて国の教

育政策に寄与するという役割を発揮することは、現状では難しい

ものと考える。同時に、地域の教育委員会と連携しながら、地域

の教育課題を踏まえた調査研究に取り組むことについても課題が

残る状況である。

（３）附属学校の改善の必要性

現在、第一期中期目標・中期計画期間の最終年度を前に、第二

期に向け、各国立大学において、組織・業務の見直しの検討が進

められているところである。

こうした中において、附属学校は、学級編制及び教職員定数の

標準に沿った教職員規模を維持する必要性から、結果として附属

学校の人件費が附属学校を持つ大学・学部の運営費の相当部分を

、 。占め 財政的に当該大学・学部の運営の大きな負担となっている
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国立大学法人運営費交付金の削減や政府における総人件費改革が

進められている中で、各大学においては、第一期中期目標・中期

計画期間においても附属学校の人件費削減が行われたが、第二期

中期目標・中期計画期間を迎えるに当たって、業務運営の効率化

の観点や従来の設置趣旨等に鑑み、附属学校の組織・業務の在り

方の見直しを進める必要性が高まっている。

、 、 、こうした時期に 国として これまで述べた課題を踏まえつつ

これからの附属学校の存在意義、組織運営の改善の方向性、業務

運営の改善の方向性、さらに、附属学校の新たな活用方策を示す

ことが求められる。

附属学校を持つ大学においても、これらを踏まえ各附属学校そ

れぞれの存在意義、これに基づく適切な運営体制及び業務運営や

、 、新たな活用方策を明らかにし 学内はもちろん附属学校の保護者

地域の学校関係者等の理解を得ることにより、適切な組織や業務

の見直しを進めていくことが可能になると考えられる。

２．附属学校の存在意義（役割）の明確化

これからの附属学校は、①国立大学の附属学校である特性を活

かし、大学・学部の持つ人的資源を活用しつつ、公立学校で実施

するものとは異なる先導的・実験的な取組を中長期的視点から実

施し、関連する調査研究を推進する「拠点校」として、国の教育

、 、政策の推進に寄与すること ②地域の教育界との連携協力の下に

地域の教育の「モデル校」として、地域の教員の資質・能力の向

上、教育活動の一層の推進に寄与することが求められている。

１．で述べた課題を踏まえ、各附属学校はそれぞれの存在意義

（役割）を明確化する必要がある。

３．附属学校の組織運営におけるの改善の方向性

２．で示した附属学校の存在意義等を踏まえ、附属学校の新た

な組織運営の改善策としては以下の方策が考えられる。

（１）学内マネジメント体制

大学・学部の教学側の長（学長、副学長、学部長等 、附属学）

校の校長、副校長などからなる附属学校運営会議（仮称）を設置

するなど、大学・学部と一体となった附属学校の運営を推進する

ための学内マネジメント体制を確立する。

また、総合大学の附属学校の場合でも、附属学校担当の理事を

置き、附属学校運営会議（仮称）の構成員に加えるなど、大学全

体の中での附属学校の位置付けを常に明確にしながら、附属学校

についての全学的なマネジメント体制を構築することが求められ

る。
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（２）地域に開かれた運営体制

① 地域運営協議会（仮称）等の設置

附属学校に地域運営協議会（仮称）を設置し、都道府県教育

委員会関係者等を構成員に加え、附属学校の運営に地域の教育

委員会のニーズを反映させる仕組みを構築するとともに、可能

な限り、大学・学部内に都道府県教育委員会をはじめとした地

域との連携担当窓口を設置することが望ましい。

② 公立学校との人事交流に関する基本方針の策定

大学・学部の教育研究方針などに基づき、大学・学部として

附属学校の教員に求める人材像を明確にしつつ、地域の教育委

員会との人事交流を進める。

、 、同時に 人事交流で公立学校の教員を受入れるに当たっては

附属学校での教育研究活動や地域に向けての研究成果の発表等

の経験が教育研究方法や指導力の修得等、教員としての資質・

能力の向上につながる旨の受入れ方針を教育委員会に対し明確

にすることが望ましい。

（３）大学・学部教員と附属学校教員との連携体制

大学・学部の教員が研究実践の一環として附属学校で授業を

担当したり、また高い実践性を備えた附属学校教員が大学・学

部の授業を担当するなど、大学・学部教員と附属学校教員が日

常的に連携し、一体感が培われるような組織運営を図ることが

求められる。

さらにこの連携の中で、大学・学部教員と附属学校教員が研

究テーマを共有し、共同研究体制を組織するなど学内の人的・

物的資源の効率的活用を図ることも考えられる。

４．附属学校の業務運営における改善の方向性

各附属学校の特性や人的・物的資源、大学・学部の状況を踏ま

えつつ、附属学校を可能な限り、国の教育政策の推進に寄与する

拠点校、ないし、地域の教育に寄与するモデル校として育成して

、「 ． 」 、いくために ５ 附属学校の新たな活用方策 を参考にしつつ

業務運営を進める上で、以下の方策が考えられる。

① 国の拠点校としての育成

ⅰ 研究開発学校制度等の活用

文部科学省の「研究開発学校制度 「教育課程特例校制」、

度 （学校又は地域の特色を活かした特別の教育課程を実施」

することができる制度）などを積極的に活用し、教育課程や

指導方法についての先導的・実験的な研究を行う。
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ⅱ 文部科学省等との連携

拠点校として国の教育政策を推進する場合には、大学・学

部（附属学校）に連絡担当窓口を設置したり、国の教育行政

に精通した者（例えば教科調査官やその経験者等）を活用す

るなど、文部科学省（初等中等教育局）や国立教育政策研究

所との連携を図る。

ⅲ 附属学校の全国共同利用化

中央教育審議会大学分科会等で審議中の全国共同利用の教

育施設として、学内の大学・学部附属の教育実践研究センタ

ー等と連携を図りながら、国の教育政策に寄与する拠点校と

しての附属学校を位置付け、全国の教育関係者や他の国公私

立大学の研究者等も参画し、教育研究活動を実施することを

可能とする。

ⅳ 「理数教育支援センター（仮称 」との連携）

国立大学に理数教育への総合的な支援を行うための「理数

教育支援センター（仮称 」などが設置される場合には、教）

材・指導方法の開発、理数教員の現職研修等を行う場合に、

附属学校をその実験的取組の場として活用する。

② 地域のモデル校としての育成

ⅰ 地域の教育委員会との連携

地域の教育委員会と連携しながら、地域の教育課題を踏ま

えた調査研究テーマを設定し、調査研究の推進やその成果の

地域への普及を図る。

ⅱ 現職教員の研修カリキュラムを開発する場としての附属学

校の活用

附属学校を現職教員の備えるべきスキルを研究し開発する

場として位置付ける。

具体的には、現職教員の教科指導や生徒指導等の実践力向

上につながるそれぞれのライフステージに応じたスキルアッ

。 、プのための体系的な研修カリキュラムの開発を行う その際

地域の教育委員会の教員研修センター等との連携協力を積極

的に進める。

ⅲ 附属学校の免許状更新講習の場としての活用等

附属学校が免許状更新講習の場を提供することは、専門的

知識・経験を有する学校として地域の教育の改善・充実に貢

献するものである。また、そのことを通して附属学校の教員

が地元公立学校の様々な学校種の教員と交流する機会を得る

ことで、学校現場を取り巻く地域の状況や学校現場が抱える

課題等を的確に把握できる機会になるものと考えられる。

また、附属学校の教員が公立学校等における校内研究等に

講師として参画することも、地域の教育の改善・充実に資す

るものとして意義あるものであると言える。
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③ 全国規模の研究協議会の開催による地域を越えた普及・啓発

全国の附属学校の研究成果を発表する研究協議会を国立教育政

策研究所の協力の下、各大学が共同で開催することにより、附属

学校の研究成果について、地域を越えた全国規模の普及・啓発を

図る。

また、各附属学校で開催する研究協議会には他の学校種や私立

学校の参加を促すなど、広く地域に開かれ、更なる研究の推進を

促すものとなるよう配慮する。

５．附属学校の新たな活用方策

国の初等中等教育政策の推進に貢献する観点から、附属学校の

新たな活用方策として、例えば、次のような取組が考えられる。

① 外国人子弟等の積極的受入れによる教育の在り方の調査研究

国際化に対応した教育や異文化共生教育の在り方を調査研究

するため、附属学校において外国人子弟や帰国児童生徒等を積

極的に受入れ、英語等を用いた教育課程を編成し、授業を実施

する。また、地域の定住外国人の子どもや帰国児童生徒のうち

日本語の習得が不十分な子どもへの効果的な日本語指導や教科

指導に関する調査研究を推進する。

② 理数教育など優先的な教育課題に応じた先導的な指導方法等

の開発

理数教育、外国語活動、国際理解教育、ICT能力育成、飛び

級、学校・学級規模と教育効果の関係など、初等中等教育政策

において優先的に進める必要があるテーマに関し、指導内容・

指導方法等の調査研究を進める。

③ 学校の組織マネジメント・人材育成の調査研究

学校の組織運営をサポートするスタッフ（スクールカウンセ

ラー、苦情対応者、学校事務処理担当など）の人材育成の在り

方、学校事務の適切な外部委託の在り方など、学校の組織マネ

ジメントについての調査研究を進める。

④ 異学校種間の接続教育、一貫教育の調査研究

幼稚園、小学校、中学校、中等教育学校、高等学校等複数の

学校種が設置されている附属学校において、異学校種間の接続

教育および一貫教育の在り方について調査研究を進める。

⑤ 特別支援教育への寄与

教員養成系大学・学部のほぼ全てに特別支援学校がある特性

を活かし、附属学校間のネットワークを構築しながら、発達障

害のある児童生徒への対応、指導方法等についての調査研究を
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進める。

さらに、附属学校を特別支援教育の理解と実践を深める場と

して位置付け、附属特別支援学校において附属小・中・高等学

校等の児童生徒の体験活動、附属小・中・高等学校等教員の特

別支援教育に関する研修などを実施するとともに、附属小・中

・高等学校等での日常的な教育活動で特別支援教育の視点を重

視した取組を進める。

また、附属特別支援学校において、児童生徒の社会での人間

関係の構築の仕方や職業観等を涵養する学習活動に関する調査

研究を実施する。

⑥ 児童生徒の勤労観、職業観を育てるためのキャリア教育の推

進

子どもたちが勤労観、職業観を身に付け、主体的に自己の進

路を選択・決定し、社会人・職業人として自立していくことの

できる資質を養うキャリア教育についての調査研究を進める。

６．財政的支援（初等中等教育行政との連携の観点から）

上記のような施策を推進し、附属学校を国の政策的課題との連

携を図る拠点校、あるいは、地域の教育委員会や学校と連携した

、 、モデル校として位置付け 初等中等教育行政との連携を前提とし

意義ある成果の達成が見込まれる調査研究に対しては、文部科学

省として、既存の財政支援の枠組みを十分に活用しつつ、重点的

な財政支援策を講じていくことが望ましい。

さらに、将来的には、附属学校が全国共同利用の教育拠点とし

て位置付けられた大学に対しては、その取組を支援するための財

政上の新たな支援措置について検討することが望まれる。

７．附属学校の従来からの役割の充実

先導的・実験的な取組としての附属学校の新たな活用方策の検

討とともに、附属学校の従来からの役割である「大学・学部にお

ける教育に関する研究に協力 「大学・学部の計画に基づく教」、

育実習の実施」の充実が重要であることはいうまでもない。

これらの役割を適切に果たしていく場合には、３．で述べた方

策により、附属学校の組織運営の改善を図るとともに 「今後の、

国立の教員養成系大学・学部の在り方について（平成１３年１１

月２２日「国立の教員養成系大学・学部の在り方に関する懇談

会 ）での指摘も参考にしながら、以下の取組を進めていくこと」

が求められる。

（１）大学・学部における研究への協力について

○ 大学・学部や附属学校の教員個人同士の問題としてではな
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く、大学・学部の教育に関する研究に附属学校が組織的に協

力する取組を進める。

○ 大学・学部と附属学校が連携して、大学・学部の研究方針

に基づき、附属学校を活用する具体的な研究計画の立案・実

践を行う。

○ 附属学校を大学・学部の新任教員等が大学で実践的な視点

を踏まえた教員養成を行うためのファカルティ・ディベロッ

プメントの場として積極的に活用する。

（２）教育実習について

○ 教育実習は、大学・学部の計画に基づき、附属学校との連

携の下、大学・学部の側が責任を持って実施に当たり、さら

にその教育成果について検証することが望ましい。

○ 大学・学部の教育実習計画は、附属学校を十分に活用した

ものとする （附属学校と公立学校での教育実習の有機的な。

関連付けについて検討を進めることが必要 ）。

なお、各附属学校の組織運営や業務運営の見直しを行うに当た

っては、これまで述べてきた附属学校の３つの役割、すなわち、

「大学・学部における教育に関する研究に協力 「大学・学部」、

の計画に基づく教育実習の実施 「 新たな活用方策としての）」、 （

先導的・実験的な取組」について、それぞれ検討する必要がある

一方、限られた資源の中で、附属学校の教職員の負担等を踏まえ

た実行可能な在り方を検討する必要がある。

このため、例えば、当面５～１０年間は当該附属学校の取組の

重点を「新たな活用方策」を主としたものとする、あるいは「大

学・学部の計画に基づく教育実習の実施」を主としたものとする

といったように、大学・学部の教育研究活動の方針に基づき、比

重の置き方を明確にして附属学校の教育研究活動を推進していく

といった在り方も考えられてよい。

また 「大学・学部における教育に関する研究に協力」と「新、

たな活用方策」の２つの役割を必ずしも別個のものと捉える必要

はなく、大学・学部の教育研究の方針に基づき、両者を統一的な

ものとして掲げ、学内の人的・物的資源の効率的な活用を図るこ

とも考えられる。

８．第二期の中期目標・中期計画等における附属学校の活用方策の

検討について

今後、各大学においては、上記「３．附属学校の組織運営にお

ける改善の方向性 「４．附属学校の業務運営における改善の」、

方向性 「５．附属学校の新たな活用方策」にあるような具体」、

的な改善方策および活用方策を参考とし、附属学校を学内の教育
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・研究の中でどのように位置付けていくかについて議論し、各大

学の取組が確実な成果を挙げるような組織運営や業務運営の体制

を構築することが必要であり、それらの改善方策や活用方策を各

大学の判断で、第二期中期目標・中期計画等に反映していくこと

などにより、附属学校の必要性について学内外にその説明責任を

果たしていくことが必要である。

また、国（文部科学省）としても、各大学の附属学校の組織・

業務の在り方の見直し状況を踏まえ、引き続き各大学の取組を促

し支援していく必要がある。

９．おわりに

これまで述べてきたように、附属学校は大学という教育研究組織

の重要な構成要素であるとの全学的な共通理解を形成し、附属学校

についての確固とした学内マネジメント体制を確立することが強く

求められる。

その上で、大学内で附属学校の在り方について真剣かつ活発な議

論を行い、附属学校の存在意義を明確化し、そのミッションに応じ

た組織運営・業務運営上の改善策を講じ、附属学校の具体的な活用

方策を高く掲げることで、大学が附属学校を持つことの説明責任を

果たしていくことが必要である。

さらに、各大学においては、附属学校での調査研究活動において

有意な研究上の成果を挙げ、その研究成果を地域さらには全国へ発

信していくことが不可欠である。

、 、これらの取組を進めることにより 附属学校の存在意義について

広く国民の理解を得ることにつながるという視点を関係者が常に持

つことの重要性を最後に指摘したい。
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